
 

１．目的【第 1条】 

 発生主義・複式簿記による国の財務書類等の作成及び財務情報の開示 

→国の資産・負債や事務事業コスト等の国の財務に関する状況を明らかにすること 

→決算審査等の充実 

 

  ☆政府による説明責任（ｱｶｳﾝﾀﾋﾞﾘﾃｨ）の十分な履行〔財務会計〕 

  ☆適正な予算編成・効率的な行政の推進〔管理会計（ＰＤＣＡサイクル）〕 

 
２．仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

＜政府の義務＞ 

① 特殊法人等の財務諸表の作成に係る基準についての作成基準との整合性の確保【第９条】 

② 国の財務書類等に記載された情報の政策評価における活用等を図るための措置、企業会

計の慣行の国の予算制度への導入その他国の財務情報の活用及び充実についての調査研究

【第 10条】 

 
※平成 29年度まで（本格実施まで）に講ずる必要な措置 

① 財務書類作成のための会計事務に係る情報システムの整備その他の財務書類を早期に作
成することができるようにするために必要な措置【附則第４条】 

② 国有財産法、特別会計に関する法律等に基づき作成することとされている各種の国の財務
に関する書類とその取扱いについての検討及びその結果に基づく必要な措置【附則第５条】  

国   民 

・インターネット等適切な方法による開示 

・国民が十分理解できるよう、分かりやすく説
明した資料等を併せて提供するよう努める。 

財
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「国の財務書類等の作成及び財務情報の開示等に関する法律（案）」の概要 

【第８条】 

【第３条】 

  ～   

【第７条】 
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①一般会計省庁別財務書類 

②特別会計財務書類 

③特別会計連結財務書類 

④省庁別財務
書類 

⑤省庁別連結
財務書類 

 
①④⑤については、局等の組織ごとにも作成 

Ⅰ 一般会計財務書類 

Ⅱ 一般会計・特別会計財

務書類 

Ⅲ 連結財務書類 

・「財務書類」は、貸借対照表、業務費用計算書、資産・負債差額増減計算書、区分別収支計算書、注記、附属

明細書によって構成される。 
・財務書類の電磁的記録による作成・送付可能。 
・財務大臣は、財政制度等審議会の議を経て作成基準を定め、これを公表しなければならない。 
・財務書類の作成基準は、企業会計の慣行を参考とし、国の財務の特殊性を考慮したものでなければならない。 

⑵送付 

⑴省庁別財務書類等の作成（各省各庁の長） 

 
⑶国の財務書類の作成（財務大臣） 
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国  会 
会計検査院 

 

⑷
送
付 

⑹
回
付 

⑺
提
出 

・平成 27年度の決算に関する財務書類から実施 
・ただし、平成 27～29 年度の各決算に関する財務書類
は、歳入歳出決算提出後概ね６月以内に提出（特例） 

・平成 30 年度の決算に関する財務書類から歳入歳出決
算とともに、その参考資料として提出（本格実施） 

【附則第 1条・第 3条】※ 

⑸検査 



 

 


